
令和５年度物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画
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交付対象事業の名称

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

交付対象経費
（円）

担当課
事業
始期

事業
終期

成果目標
（可能な限り定量的指標を設定）

1 単
電力・ガス・食料品等価格高騰重
点支援給付金（追加給付）【物価
高騰対策給付金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活
を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金額　　R５年度分の住民税非課税世帯　3200世帯×70千円
事務費　　3877千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託料
使用料及び賃借料　人件費　として支出]
④R５年度分の住民税非課税世帯　（3200世帯）

227,877,000 社会福祉課 R6.1 R6.3
対象世帯に対して令和6年1月までに
支給を開始する

2 単
住民税均等割のみ課税世帯物価
等高騰対策支援経費【物価高騰
対策給付金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活
を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金額　　R５年度分の均等割のみ課税世帯　750世帯×100千円
事務費　　2,393千円
事務費の内容　　[人件費　需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務
委託料　使用料及び賃借料　　として支出]
④R５年度分の均等割のみ課税世帯　（750世帯）

77,393,000 社会福祉課 R6.1 R6.3
対象世帯に対して令和6年3月までに
支給を開始する

3 単
低所得者子育て世帯物価等高騰
対策支援経費【物価高騰対策給
付金】

①物価高が続く中で低所得子育て世帯への支援を行うことで、低所得子育て
世帯の方々の生活を維持する。
②低所得子育て世帯への給付金及び事務費
③給付金額　　R５年度分の住民税他税世帯及び均等割のみ課税世帯の18
歳以下の子ども1人当たり　5万円　　530人×50千円
事務費　　1,841千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託料
使用料及び賃借料　　として支出]
④R５年度分の住民税非課税世帯及び均等割のみ課税世帯の18歳以下の
子ども　（530人）

28,341,000 社会福祉課 R6.1 R6.3
対象世帯に対して令和6年3月までに
支給を開始する

4 単 公共施設等電気料高騰対策経費

①物価高騰による市内公共施設（利用料金を徴している施設に限る）及び学
校等の電気料増額分を市が負担することで、施設利用料、給食費等の増額
をせず、市民や児童・生徒の保護者負担を軽減する。
②令和3年度と令和5年度を比較した電気料増額分
　 （令和4年度に開園した認定こども園のみ令和4年度との比較増額分）
③該当施設令和3年度電気料49,227,019円
　　　　　　　　令和5年度電気料79,169,785円（見込）
　　　　　　　　電気料高騰分　　 29,942,766円（見込）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　≒30,000千円
　　※充当経費は支出が確定と見込まれる額を入力しています
     ※27,000千円を超えた部分については、一般財源を充当します
④電気料が令和3年度比10％以上増額した市内施設20施設（利用料金を徴
している公共施設10施設、幼稚園2園、小中学校7校、給食センター）

30,000,000 施設所管6課 R5.4 R6.3 対象施設補助率100％

5 単
たかはぎシニア生活支援事業（物
価高騰重点臨時交付金分）

①新型コロナウイルス感染症の影響による原油価格及び物価の高騰により
暮らしに大きな影響が出ている市内在住の65歳以上の高齢者に対し、生活
支援の観点から1人当たり3千円のギフト券を支給する。
②役務費、委託料、扶助費
③・事業費42,000千円
　　ギフトカード＠3,000円（1,000円券×3枚）×R5.9.30現在で住民
　　基本台帳に記載されている65歳以上の高齢者（約14,000人）
    ・事務費7,233千円
　　郵便料等5,704千円、発送事務等委託料1,529千円
　　※新型コロナ臨時交付金分35,733千円
　　　　（重点交付金分32,931千円・通常交付金分2,802千円）
　　　 物価高騰重点臨時交付金分13,500千円
④令和5年9月30日現在で市内在住の65歳以上の高齢者

13,500,000 高齢福祉課 R5.9 R6.3 対象65歳以上高齢者給付率100％

227,877,000合　　　　計


